
平成 26 年度都区財政調整協議まとまる 

～普通交付金 2年連続の増  約 663 億円 7.7％の増～ 

財調協議の概要 

◆協議の特徴 

昨年の 12 月 2 日から始まった平成 26 年度都区財政調整協議は、本年 2 月 17 日の都区協

議会において都区合意に至りました。 

今回の協議は、消費税率の引き上げに伴う影響や地方法人課税の見直し議論など、財政環

境の見通しが難しい中での協議となりました。 

今年度も都区間の財源配分を見直すべき事由が生じていないことから、昨年度行った投資

的経費の見直しに伴う経常的経費への反映や木密地域不燃化事業の算定などの防災対策経

費が、協議の中心となりました。 

区側は、現下の社会経済状況に応じた対応を図るため、昨年度に引き続き提案項目の重点

化に取り組んだほか、既算定経費の見直しによる縮減項目の提案を行うなど、特別区間で自

主的に調整した内容を基本に整理すべく協議に臨みました。 

また、特別交付金については、透明性・公平性を高めるとともに可能な限り普通交付金に

よる対応を図るため、現在の 5％の割合を 2％を基本に見直すことを昨年度に引き続き提案

しました。 

協議の結果、投資的経費の見直しに伴う経常的経費への反映については、一部の施設等に

おいて、来年度の課題としたものの、特別区の実態を踏まえ、おおむね算定に反映すること

ができました。また、これまで財源状況に応じて算定を圧縮してきた公共施設の改築経費を

財源対策として充実算定するなど、23 区間で主体的に調整して提案した事項の多くを反映で

きることとなりました。 

しかし、引き続きの課題である調整税減収時の補填対策や都市計画交付金の見直し、特別

交付金の割合の見直しなどについては、都区で合意することができませんでした。 

これらの課題については、来年度以降引き続き協議を行い、解決を目指していくこととな

ります。 

協議結果の概要は、次のとおりです。 

 

 

26 年度財調フレーム協議 

◆財源見通し 

緩やかな景気回復を受け、税収に一定程度の伸びが見込まれることから、交付金総額、基

準財政収入額、基準財政需要額とも、増額となりました。 

財調交付金の総額は、固定資産税及び市町村民税法人分の増により、9,812 億円と、今年

度に比べ、698 億円、7.7％の増となりました。 

基準財政収入額は、特別区民税や地方消費税交付金の増などにより、9,870 億円と、今年
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度と比べ、477 億円、5.1％の増となりました。基準財政需要額は、各区の実績を踏まえた算

定項目の充実や改善を行った結果、1兆 9,191 億円と、今年度に比べ、1,140 億円、6.3％の

増となりました。 

◆主な課題の協議結果 

以下のような整理が行われました。 

○投資的経費の見直しに伴う経常的経費への反映 

  昨年度整理した標準施設に合わせ、各施設の箇所数、直営委託比率、固定比例比率、

経費について、特別区の実態を踏まえて設定する。 

○防災備蓄経費（事業所対応分、児童福祉施設及び教育施設分） 

区の事業所従事職員や児童福祉施設及び教育施設における利用者への防災食料等備

蓄経費を新規に算定する。 

○財源対策 

公共施設改築工事費について平成 26 年度限りの臨時的改築工事費として追加算定す

るとともに、平成 18 年度区民税減税補てん債に係る未償還元金について前倒しで算

定する。 

○特別交付金の取扱い 

特別交付金の割合を 5％から 2％に引下げ、普通交付金で対応するという区側提案に

ついては今回も協議が整わず、来年度改めて協議する。 

 

25 年度財調再調整協議 

市町村民税法人分の増等により、算定残は最終的に 425 億円となりました。 

協議の結果、平成 25 年度当初算定における財源対策としての児童福祉施設等の大規模改

修経費の臨時的な起債充当の復元、26 年度当初算定で算定することとした防災対策経費等の

前倒し算定、減債対策経費の算定などが行われることとなりました。 

 

第 2 回都区協議会 

以上の協議結果を踏まえ、2月 17 日に開催された都区協議会において、正式に合意されま

した。 

会議の席上、区側委員を代表して西川区長会会長が発言した内容は別紙 3 のとおりです。 
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都区財政調整協議のまとめ 

 

Ⅰ 平成 26年度当初フレームにおける協議課題の整理 

 １．新規算定                    ８項目 

○新地方公会計制度運用経費 

○防災備蓄経費（事業所対応分、児童福祉施設及び教育施設分） 

○障害者自立支援協議会運営費 

○介護保険サービス利用者負担軽減補助事業費 

○ショートステイ事業費 

○医薬費（毒物・劇物監視） 

○都市景観づくり事業費 

○まちづくり事業費（木密地域不燃化事業）【態容補正】 

 ２．算定改善等                  ３７項目 

＜算定充実＞      １４項目 

○医療品等医療資器材補填 

○区立施設定期点検調査費 

○地域コミュニティ活動支援費 

○住民基本台帳ネットワークシステム運営費 

○男女共同参画事業費（行動計画策定） 

○会計管理費（特定財源） 

○地域活動支援センター運営費 

〇介護保険事業助成費（介護認定審査会） 

〇介護保険事業助成費（運営協議会） 

○介護保険事業助成費（介護保険事業計画・老人福祉計画作成） 

○認証保育所運営費等事業費 

○予防接種費（インフルエンザ） 

○環境施策推進費（低炭素型社会推進費） 

○放課後子ども教室推進事業費 

＜事業費の見直し＞  １７項目 

○財産管理費の見直し（特定財源） 

○賦課徴収費の見直し（特定財源） 

○心身障害者（児）通所訓練事業費の見直し 

○民営授産施設事務費特別措置費及び授産施設管理運営費の廃止 

○後天性免疫不全症候群対策費の見直し 

○在宅難病患者訪問相談・指導事業の見直し 

別紙２ 
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○精神保健デイケア事業費の見直し 

○土木総務費の見直し（高所危険手当） 

○建築行政費の見直し（高所危険手当・昇降機検査業務手当） 

○建築審査会運営費の見直し 

○都市計画事務費の見直し 

○都市計画審議会運営費の見直し 

○道路清掃費の見直し 

○都市景観創出向上の見直し 

○社会教育指導者講習会費の見直し 

○体育指導委員活動費の見直し 

○地域主権改革に伴う権限移譲事務の見直し 

＜算定方法の改善等＞  ６項目 

○区長及び区議会議員選挙公営費の見直し 

○公害健康被害補償事業費の見直し【態容補正】 

○不燃ごみ及びし尿に係る中継作業所経費の見直し【態容補正】 

○商工振興費の改善（企業診断員謝礼等） 

○就学時健康診断費の見直し 

○休校・休園に係る学校数・幼稚園数の見直し 

 ３．その他                     ３項目 

○投資的経費の見直しに伴う経常的経費への反映 

＜財源対策＞ 

○公共施設改築工事費の臨時的算定 

○財政健全化対策（減債対策経費の算定） 

 

Ⅱ 平成 25年度再調整について 

 再調整について                  ４項目 

 
○大規模改修経費（民生費・教育費）の算定（特定財源） 

○防災備蓄経費・医療品等医療資器材補填・認証保育所運営費等事業費の

算定 

○財政健全化対策（減債対策経費の算定） 

○公共施設改築工事費の算定 

 

Ⅲ その他 

 地方消費税交付金について             １項目 

 ○算定方法の見直し 
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都区協議会における区長会会長発言要旨 

 

今年度の都区財政調整協議は、税収の持ち直しが期待される一方、

都区共同での反対行動にも関わらず、法人住民税の一部国税化等の動

きを押しとどめることができず、今後に厳しい課題を残す中での協議

となった。 

私どもは、現時点では、都区の合意事項である配分割合の変更事由

は生じないと判断し、引続き現行の配分割合のもとでの対策を講じる

べく協議に臨んだ。 

協議の結果、都区双方から提案のあった様々な課題の調整が行われ、

区側の提案事項についても相当程度反映できる内容で、協議のとりま

とめを行うことができた。こうした結果は、都区双方の努力の成果だ

と思う。 

一方、特別交付金の割合の引下げ、都市計画交付金の運用改善等の

課題については、今回も議論を前に進めることができなかった。 

来年度においては是非前向きな協議をお願いしたい。 

我が国の行く末が厳しく問われる困難な状況の中で、都区双方の行

政課題は山積している。オリンピック・パラリンピックの開催に向け

た準備や、児童相談行政のあり方、首都直下型地震に備えるための災

害に強いまちづくりなど、いずれも早急な対応が必要なものばかりで

ある。 

９百万区民の幸せのためにも、都区間の連携なくしてこの難局を乗

り越えていくことはできない。 

今後、舛添知事のもとで、都区が真摯に協議を重ねながら、諸課題

の解決に当たっていくことを期待して、第１号から第４号までの協議

案を了承する。 

別紙３ 
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